
参考資料 目次 

【国への要望】 

ページ 参考資料名 要望項目【要望書のぺージ】 

１ 「一般会計税収の推移」（財務省ホームページ） 

１ 極めて厳しい病院経営の改善を

図り、持続可能な地域医療体制を

構築するための社会保障関係費の

あり方の見直し【２】 

２ 
「令和7年度租税及び印紙収入予算（修正後）」 

（財務省ホームページ） 

３ 
「社会保障費の推移（内閣官房 第11回全世代型社会保

障構築本部 令和6年11月8日 参考資料 ※抜粋） 

４ 
「賃上げに係る評価の全体像 ベースアップ評価料」

(令和6年度診療報酬改定の概要 厚生労働省※抜粋) 

２－（１）コスト上昇に見合う診療

報酬への適正な反映【４】 

２－（２）医療人材の確保・配置・

育成への適正な評価～特に、ベー

スアップ評価料の問題点について

～【４】

５ 
「医療DX推進体制整備加算及び在宅医療ＤＸ情報活用

加算の見直し」（中医協総－8－3 7 1 29 ※抜粋） 

２－（３）医療ＤＸに対応するため

の整備費用負担への支援【５】 

６ 

「2024年度（令和6年度）診療報酬改定の影響等に関 

するアンケート結果 地域包括医療病棟への転換」

（福祉医療機構（WAM） 2024年12月26日 ※抜粋） 

２－（４）地域包括医療病棟の施設

基準の見直し【５】 

７ 

「地域医療介護総合確保基金の執行状況、令和5年度交付

状況等及び令和６年度内示状況について（報告）地域

医療介護総合確保基金（医療分・全体）の都道府県別

累積執行状況（平成26年度～令和4年度交付分）【全

体】・【区分Ⅵ】勤務医の労働時間短縮に向けた体制

の整備に関する事業」(第21回医療介護総合確保促進会

議 令和7年3月3日 ※抜粋) 

３－(１)地域医療介護総合確保基金

の抜本的な見直し【９】 

９ 

「身寄りがなく判断能力が不十分又は喪失した人へ

の入院中に行う相談支援（ソーシャルワーク）に関

するアンケート」についての報告（第43回神奈川県

病院学会誌 神奈川県医療ソーシャルワーカー協会 

佐野会長 2024年9月19日発表 ※抜粋） 

３－(５）高齢単身世帯の増加な

ど、身寄りがなく、認知症や病気

や障害により判断能力が不十分又

は喪失した人への医療費支払等に

係る相談支援の問題解決に向けた

取り組みについて【１２】 

【県への要望】 

ページ 参考資料名 要望項目【要望書のぺージ】 

９ 

「身寄りがなく判断能力が不十分又は喪失した人への

入院中に行う相談支援（ソーシャルワーク）に関する

アンケート」についての報告（第43回神奈川県病院学

会誌 神奈川県医療ソーシャルワーカー協会 佐野会長

2024年9月19日発表 ※抜粋）

２ 身寄りのない人で、認知症や病

気または障害により判断能力が不

十分又は喪失した人への医療費等

対策費(基金)の創設について 

【１７】 
１８ 

令和６年神奈川県議会第３回定例会（前半）本会議 

一般質問（知事答弁）田中信次議員（自民党、横浜市

泉区）令和6年9月20日（金）「身寄りがなく、判断能

力が不十分な人の成年後見制度の利用について」 
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当　初
( A )

補正後
( B )

予算額
（政府案）

（ C )

予算額
（修正後）

（ D )

対予算額（政府
案）増減額
（ D－C )

対当初予算額
（ D－A )

対補正後予算額
（ D－B )

源 泉 所 得 税 141,600 157,920 188,080 182,290 5,790△  40,690 24,370

申 告 所 得 税 37,450 43,170 44,790 44,370 420△ 6,920 1,200

( 所 得 税 計 ） 179,050)(    201,090)(    232,870)(    226,660)(    6,210)( △  47,610)( 25,570)(          

法 人 税 170,460 180,540 192,450 192,450 － 21,990 11,910

相 続 税 32,920 33,870 34,610 34,610 － 1,690 740

消 費 税 238,230 243,430 249,080 249,080 － 10,850 5,650

酒 税 12,090 12,090 11,740 11,740 － 350△ 350△  

た ば こ 税 9,480 9,480 9,530 9,530 － 50 50

揮 発 油 税 20,180 20,180 19,760 19,760 － 420△ 420△  

石 油 ガ ス 税 40 40 40 40 － 0 0

航 空 機 燃 料 税 320 320 400 400 － 80 80

石 油 石 炭 税 6,060 6,060 6,010 6,010 － 50△  50△  

電源開発促進税 3,110 3,110 3,070 3,070 － 40△  40△  

自 動 車 重 量 税 4,020 4,020 4,070 4,070 － 50 50

国際観光旅客税 440 440 490 490 － 50 50

関 税 9,170 9,170 9,890 9,890 － 720 720

と ん 税 90 90 90 90 － 0 0

印 紙 収 入 10,420 10,420 10,300 10,300 － 120△ 120△  

一 般 会 計 分 計 696,080 734,350 784,400 778,190 6,210△  82,110 43,840

税　　目

前年度予算額

(単位:億円）

令和７年度租税及び印紙収入予算（修正後）

令和７年度 対前年度増減額
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方
箋
管
理
サ
ー
ビ
ス
に
処
方
情
報
を
登
録
で
き
る
体
制
（
原
則
と
し
て
院
外
処
方
を
行
う
場

合
に
は
電
子
処
方
箋
又
は
引
換
番
号
が
印
字
さ
れ
た
紙
の
処
方
箋
を
発
行
す
る
こ
と
）
を
有
し
て
い

る
こ
と
。

医
療
D
X
推
進
体
制
整
備
加
算
４
（
医
科
）
１
０
点

（
歯
科
）

９
点

医
療
D
X
推
進
体
制
整
備
加
算
５
（
医
科
）

９
点

（
歯
科
）

８
点

医
療
D
X
推
進
体
制
整
備
加
算
６
（
医
科
）

８
点

（
歯
科
）

６
点

［
施
設
基
準
（
医
科
医
療
機
関
）
］
（
要
旨
）

（
※
）
電
子
処
方
箋
要
件
な
し

令
和
７
年
４
月

～ マ
イ
ナ
保
険
証
利
用
率

（
注
）
利
用
率
は
通
知
で
規
定

適
用
時
期

令
和
６
年
1
0
～
1
2
月

令
和
７
年
１
～
３
月

令
和
７
年
４
～
９
月

利
用
率
実
績

令
和
６
年
７
月
～

令
和
６
年
1
0
月
～

令
和
７
年
１
月
～

※
２

加
算
１
・
４

1
5
％

3
0
％

4
5
％

加
算
２
・
５

1
0
％

2
0
％

3
0
％

加
算
３
・
６

５
％

1
0
％

1
5
％

※
１

※
１

小
児
科
外
来
診
療
料
を
算
定
し
て
い
る
医
療
機
関
で
あ
っ
て
、
か
つ
前
年
（
令
和
６
年
１
月
１
日
か
ら
同
年
1
2
月
3
1
日
ま

で
）
の
延
外
来
患
者
数
の
う
ち
６
歳
未
満
の
患
者
の
割
合
が
３
割
以
上
の
医
療
機
関
に
お
い
て
は
、
令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら

同
年
９
月
3
0
日
ま
で
の
間
に
限
り
、
「
1
5
％
」
と
あ
る
の
は
「
1
2
％
」
と
す
る
。

※
２

適
用
時
期
の
３
月
前
の
レ
セ
プ
ト
件
数
ベ
ー
ス
マ
イ
ナ
保
険
証
利
用
率
を
用
い
る
。

※
３

令
和
７
年
1
0
月
以
降
の
マ
イ
ナ
保
険
証
利
用
率
の
実
績
要
件
は
、
附
帯
意
見
を
踏
ま
え
、
本
年
７
月
を
目
途
に
検
討
、
設
定
。

令
和
６
年
６
月

～
令
和
７
年
３
月

令
和
７
年
４
月

～
在
宅
医
療
D
X
情
報
活
用
加
算
（
※
）

１
０
点

在
宅
医
療
D
X
情
報
活
用
加
算
（
歯
科
訪
問
診
療
料
）

８
点

（
※
）
在
宅
患
者
訪
問
診
療
料
（
Ⅰ
）
の
１
、
在
宅
患
者
訪

問
診
療
料
（
Ⅰ
）
の
２
、
在
宅
患
者
訪
問
診
療
料
（
Ⅱ
）
及

び
在
宅
が
ん
医
療
総
合
診
療
料
を
算
定
す
る
患
者
が
対
象

［
施
設
基
準
（
医
科
医
療
機
関
）
］
（
要
旨
）

（
４
）
電
子
処
方
箋
を
発
行
す
る
体
制
を
有
し
て
い
る
こ
と
。

（
経
過
措
置

令
和
７
年
３
月
3
1
日
ま
で
）

在
宅
医
療
D
X
情
報
活
用
加
算
１
（
医
科
）
１
１
点

（
歯
科
訪
問
診
療
料
）
９
点

［
施
設
基
準
（
医
科
医
療
機
関
）
］
（
要
旨
）

（
４
）
電
子
処
方
箋
管
理
サ
ー
ビ
ス
に
処
方
情
報
を
登
録
で
き
る
体
制
（
原
則
と
し
て
院
外
処
方
を
行
う
場

合
に
は
電
子
処
方
箋
又
は
引
換
番
号
が
印
字
さ
れ
た
紙
の
処
方
箋
を
発
行
す
る
こ
と
）
を
有
し
て
い

る
こ
と
。

在
宅
医
療
D
X
情
報
活
用
加
算
２
（
医
科
）

９
点

（
歯
科
訪
問
診
療
料
）
８
点

［
施
設
基
準
（
医
科
医
療
機
関
）
］
（
要
旨
）

（
※
）
電
子
処
方
箋
要
件
な
し

中
医
協

総
－
８
－
３

７
．

1
．

2
9
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C
o
p
y
ri
g
h
t 
ⓒ

2
0
2
4
W

e
lf
a
re

 A
n
d
 M

e
d
ic

a
l 
S
e
rv

ic
e
 A

g
e
n
cy

 (
W

A
M

).
 A

ll
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ig
h
ts

 r
e
s
e
rv

e
d
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W
A
M

4
9
.3

%

4
1
.8

%

3
4
.3

%

3
1
.3

%

2
6
.9

%

2
5
.4

%

2
3
.9

%

1
6
.4

%

9
.0

%

重
症
度
、
医
療
・
看
護
必
要
度
の
基
準

当
該
保
険
医
療
機
関
の
一
般
病
棟
か
ら
転
棟
し
た
も
の
の
割
合
が

5
％
未
満

緊
急
に
搬
送
さ
れ
た
患
者
又
は
他
の
保
険
医
療
機
関
で
救
急
患
者
連
携
搬
送
料
を

算
定
し
当
該
他
の
保
険
医
療
機
関
か
ら
搬
送
さ
れ
た
患
者
の
割
合
が

1
割

5
分
以
上

在
宅
等
に
退
院
す
る
も
の
の
割
合
（
在
宅
復
帰
率
）
が

8
割
以
上

A
D

L
等
の
維
持
、
向
上
及
び
栄
養
管
理
等
に
資
す
る
必
要
な
体
制
の
整
備

平
均
在
院
日
数
が

2
1
日
以
内

常
勤
の
理
学
療
法
士
、
作
業
療
法
士
又
は
言
語
聴
覚
士

2
人
以
上
、
専
任
の
常
勤
管
理
栄
養
士

1
人
以
上
の
配
置

看
護
職
員
の

1
0
対

1
以
上
の
配
置

そ
の
他

地
域
包
括
医
療
病
棟
へ
の
転
換

8
1

地
域
包
括
医
療
病
棟
へ
転
換
す
る
に
あ
た
り
、
満
た
す
こ
と
が
難
し
い
施
設
基
準

（
地
域
包
括
医
療
病
棟
へ
「
今
後
転
換
す
る
予
定
」
・
「
転
換
を
検
討
し
て
い
る
が
、
満
た
す
こ
と
が
難
し
い

設
施
基
準
が
あ
る
」
・
「
転
換
に
関
心
は
あ
る
が
、
具
体
的
な
計
画
は
し
て
い
な
い
」
と
回
答
し
た
病
院
）

（
最
大

3
つ
ま
で
選
択
｜

n
=

6
7
）

そ
の
他
）
電
子
カ
ル
テ
導
入
、

A
D

L
低
下

5
％
未
満
、
入
退
院
支
援
加
算
１
の
施
設
基
準
が
申
請
で
き
て
い
な
い
、
休
日
の
セ
ラ
ピ
ス
ト
の
体
制
が
平
日
の

8
割
以
上
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地
域

医
療

介
護

総
合

確
保

基
金

（
医

療
分

・
全

体
）

の
都

道
府

県
別

累
積

執
行

状
況

（
平

成
2
6

年
度

～
令

和
４

年
度

交
付

分
）

都
道
府
県

a
.交

付
額

b
.執

行
額

執
行
率

b
/a

参
考
：
執
行
（
予
定
）
額

都
道
府
県

a
.交

付
額

b
.執

行
額

執
行
率

b
/a

参
考
：
執
行
（
予
定
）
額

0
1 
北
海
道

2
8

9
.1

(1
9
5
.8

)
2
5

9
.5

(1
7
5
.5

)
8
9

.8
%

2
8

9
.3

(1
9
5
.9

)
2

5 
滋
賀
県

8
5

.4
(5

7
.0

)
7
6

.5
(5

1
.0

)
8
9

.6
%

8
5

.5
(5

7
.0

)

0
2 
青
森
県

1
3

7
.4

(9
2
.3

)
7
7

.4
(5

2
.3

)
5
6

.4
%

1
3

6
.5

(9
1
.7

)
2

6 
京
都
府

1
9

3
.0

(1
2
8
.7

)
1
5

5
.3

(1
0
3
.5

)
8
0

.5
%

1
9

3
.0

(1
2
8
.7

)

0
3 
岩
手
県

1
0

6
.0

(7
0
.7

)
9
7

.3
(6

4
.9

)
9
1

.8
%

1
0

4
.6

(6
9
.7

)
2

7 
大
阪
府

4
6

8
.4

(3
1
5
.2

)
3
2

7
.5

(2
1
9
.0

)
6
9

.9
%

4
6

8
.4

(3
1
5
.2

)

0
4 
宮
城
県

1
2

6
.3

(8
4
.7

)
1
0

4
.5

(7
0
.2

)
8
2

.8
%

1
2

5
.5

(8
4
.2

)
2

8 
兵
庫
県

3
5

6
.4

(2
4
1
.7

)
2
8

1
.0

(1
9
1
.4

)
7
8

.9
%

3
5

6
.5

(2
4
1
.7

)

0
5 
秋
田
県

1
4

5
.3

(9
7
.2

)
1
0

1
.3

(6
7
.7

)
6
9

.7
%

1
4

1
.1

(9
4
.5

)
2

9 
奈
良
県

8
1

.5
(5

4
.7

)
6
4

.9
(4

3
.4

)
7
9

.6
%

8
1

.5
(5

4
.7

)

0
6 
山
形
県

9
4

.2
(6

2
.9

)
6
2

.7
(4

1
.8

)
6
6

.5
%

9
1

.4
(6

1
.0

)
3

0 
和
歌
山
県

7
7

.3
(5

2
.3

)
4
4

.4
(3

0
.0

)
5
7

.4
%

7
6

.6
(5

1
.8

)

0
7 
福
島
県

1
4

2
.9

(9
5
.7

)
1
1

7
.3

(7
8
.6

)
8
2

.1
%

1
3

5
.5

(9
0
.7

)
3

1 
鳥
取
県

1
0

2
.1

(6
8
.0

)
8
0

.9
(5

3
.9

)
7
9

.3
%

1
0

0
.8

(6
7
.2

)

0
8 
茨
城
県

2
4

2
.2

(1
6
1
.8

)
1
6

5
.1

(1
1
0
.3

)
6
8

.2
%

2
3

1
.8

(1
5
4
.9

)
3

2 
島
根
県

1
2

4
.5

(8
3
.2

)
1
0

4
.7

(7
0
.0

)
8
4

.1
%

1
2

4
.5

(8
3
.2

)

0
9 
栃
木
県

1
1

8
.6

(7
9
.6

)
1
0

8
.2

(7
2
.4

)
9
1

.3
%

1
1

2
.5

(7
5
.2

)
3

3 
岡
山
県

1
1

5
.3

(7
7
.2

)
7
7

.3
(5

1
.9

)
6
7

.1
%

1
1

5
.4

(7
7
.3

)

1
0 
群
馬
県

1
1

6
.6

(7
8
.4

)
9
7

.2
(6

5
.3

)
8
3

.4
%

1
1

3
.6

(7
6
.3

)
3

4 
広
島
県

1
9

1
.9

(1
2
9
.9

)
1
4

9
.2

(1
0
1
.4

)
7
7

.7
%

1
9

1
.9

(1
2
9
.9

)

1
1 
埼
玉
県

2
2

0
.8

(1
4
7
.2

)
1
8

3
.7

(1
2
2
.5

)
8
3

.2
%

2
1

8
.4

(1
4
5
.6

)
3

5 
山
口
県

1
2

2
.3

(8
3
.2

)
1
0

0
.6

(6
8
.6

)
8
2

.2
%

1
2

2
.3

(8
3
.2

)

1
2 
千
葉
県

2
6

8
.1

(1
8
0
.1

)
2
1

9
.3

(1
4
7
.3

)
8
1

.8
%

2
6

0
.5

(1
7
4
.8

)
3

6 
徳
島
県

1
4

8
.5

(9
6
.2

)
1
1

7
.6

(7
9
.3

)
7
9

.2
%

1
4

8
.5

(9
9
.9

)

1
3 
東
京
都

6
3

6
.1

(4
2
5
.0

)
4
1

1
.4

(2
7
4
.7

)
6
4

.7
%

5
8

6
.3

(3
9
1
.3

)
3

7 
香
川
県

8
5

.5
(5

7
.0

)
6
7

.8
(4

5
.2

)
7
9

.4
%

8
1

.8
(5

4
.6

)

1
4 
神
奈
川
県

2
6

5
.7

(1
7
7
.1

)
2
1

4
.6

(1
4
3
.1

)
8
0

.8
%

2
6

5
.8

(1
7
7
.2

)
3

8 
愛
媛
県

1
6

4
.8

(1
1
0
.2

)
9
7

.1
(6

5
.1

)
5
8

.9
%

1
6

4
.9

(1
1
0
.3

)

1
5 
新
潟
県

1
6

3
.8

(1
1
1
.1

)
1
2

6
.9

(8
6
.5

)
7
7

.5
%

1
5

4
.8

(1
0
5
.1

)
3

9 
高
知
県

9
5

.9
(6

4
.6

)
9
0

.6
(6

1
.1

)
9
4

.5
%

9
5

.2
(6

4
.2

)

1
6 
富
山
県

8
8

.7
(5

9
.1

)
6
0

.9
(4

0
.6

)
6
8

.7
%

8
6

.5
(5

7
.7

)
4

0 
福
岡
県

2
9

6
.1

(1
9
8
.6

)
2
3

6
.3

(1
5
8
.7

)
7
9

.8
%

2
7

2
.7

(1
8
3
.1

)

1
7 
石
川
県

7
4

.6
(4

9
.7

)
4
8

.8
(3

2
.5

)
6
5

.4
%

7
4

.2
(4

9
.5

)
4

1 
佐
賀
県

7
2

.7
(4

8
.4

)
5
4

.1
(3

6
.0

)
7
4

.4
%

6
6

.0
(4

4
.0

)

1
8 
福
井
県

9
3

.3
(6

2
.4

)
8
2

.2
(5

5
.0

)
8
8

.1
%

9
0

.2
(6

0
.3

)
4

2 
長
崎
県

9
9

.6
(6

8
.0

)
6
5

.4
(4

5
.2

)
6
5

.7
%

9
9

.6
(6

8
.0

)

1
9 
山
梨
県

9
1

.3
(6

1
.0

)
5
3

.3
(3

5
.6

)
5
8

.4
%

8
7

.0
(5

8
.0

)
4

3 
熊
本
県

1
5

8
.1

(1
0
6
.8

)
1
4

4
.8

(9
8
.0

)
9
1

.6
%

1
5

8
.1

(1
0
6
.8

)

2
0 
長
野
県

1
0

2
.0

(6
8
.0

)
9
0

.8
(6

0
.5

)
8
9

.0
%

1
0

0
.7

(6
7
.2

)
4

4 
大
分
県

8
8

.7
(6

0
.0

)
6
5

.5
(4

4
.3

)
7
3

.8
%

8
1

.5
(5

4
.9

)

2
1 
岐
阜
県

1
1

3
.8

(7
6
.4

)
1
0

8
.2

(7
2
.2

)
9
5

.0
%

1
1

2
.0

(7
5
.0

)
4

5 
宮
崎
県

1
2

4
.6

(8
3
.6

)
8
6

.3
(5

7
.9

)
6
9

.3
%

1
2

4
.6

(8
3
.6

)

2
2 
静
岡
県

2
0

5
.9

(1
3
7
.7

)
1
6

3
.5

(1
0
9
.4

)
7
9

.4
%

2
0

6
.0

(1
3
7
.7

)
4

6 
鹿
児
島
県

9
9

.2
(6

8
.0

)
7
5

.5
(5

2
.2

)
7
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一般演題（口演発表）144

「身寄りがなく判断能力が不十分又は喪失した人への入院中に行う
相談支援（ソーシャルワーク）に関するアンケート」についての報告

◎佐野 晴美（JCHO横浜中央病院　一般社団法人神奈川県医療ソーシャルワーカー協会会長）
神奈川県医療ソーシャルワーカー協会「身寄りのない人への支援に関する実態調査」プロジェクトチーム
（福田 美香（東名厚木病院）	 髙橋 恭子（神奈川県立保健福祉大学）　

宮原 　学（横浜掖済会病院）	 石川 綾子（綾瀬厚生病院））　
神奈川県病院協会（会長　吉田 勝明　副会長 窪倉 孝道　常任理事　篠原 裕希）

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）14

【はじめに】

神奈川県医療ソーシャルワーカー協会は、神奈

川県内の保健医療機関で働くソーシャルワーカー

の会で、会員の資質向上と地位の確立を図ると共

に、すべての人々の社会福祉の増進に寄与する事

を目的として創設された。主な事業は、研修・研

究事業をはじめ６事業を行っている。毎年、研修

事業の一つである「医療福祉講座」は、神奈川県

病院協会の後援や共催を頂き開催している（資料

１）。2021年度と 2022年度の「医療福祉講座」は、

身寄りがない人の急増にともない、「身寄りのな

い人への支援」をテーマにWEB研修を実施した。

資料１

9



一般演題（口演発表） 145

昨今、厚生労働省は、身寄りがないことを理由

に入院や入所の拒否がないよう求める通知や通達

を出し（資料２）、さらに、身寄りのない人への

支援に関するガイドラインを発出している（資料

３）。

資料２

資料３

こうした通知・通達やガイドラインも踏まえ、

神奈川県医療ソーシャルワーカー協会と神奈川県

病院協会は、「身寄りがなくとも、安心して必要

な医療や福祉サービスを受けることができる」「判

断能力や家族関係がどのような状態となっても、

一人の個人としてその意思が尊重され、安心して

必要な医療や福祉サービスを受けることができ

る」神奈川を目指していきたいと考えている。し

かし、2021、2022年度の医療福祉講座「身寄りの

ない人への支援」研修では、実際の支援で医療機

関やソーシャルワーカーは大変苦慮していること

が明らかになった。特に認知症や病気、障害によ

り「判断能力が不十分又は喪失した人」への支援

は非常に難渋しているのが現状である。

こうした現状を受け、神奈川県医療ソーシャル

ワーカー協会と神奈川県病院協会は、「身寄りが

なく判断能力が不十分又は喪失した人への入院中

に行う相談支援（ソーシャルワーク）に関するア

ンケート」を実施した。本発表では、このアンケー

ト結果の報告と、結果から見えてきた課題に対す

10



一般演題（口演発表）146

る今後の取り組みについて報告する。（本発表に

関連して開示すべきCOIは無い）

【目的】

身寄りがなく、認知症や病気、障害により判断

能力が不十分又は喪失した人（以下、「身寄りの

ない人」と表す）が増加しており、神奈川県内の

医療機関や医療ソーシャルワーカーから、こうし

た方への権利擁護、退院や経済的問題などへの支

援に困難を感じているとの声が多く聞かれた。そ

こで、その実態を明らかにするとともに、救済制

度創設等を提言するための基礎資料とすることを

目的としてアンケート調査を実施した。

【方法】

調査期間は、2024年３月中旬～５月31日。調

査対象は、神奈川県病院協会会員285病院で、各

機関の代表者１名の医療ソーシャルワーカーに、

2023年１年間の状況の回答を求めた。調査項目は、

基本情報、身寄りのない人の受け入れ、身寄りの

ない人の相談・支援、法定後見制度の活用、医療

費の支払いに関する 30項目とした。分析方法は、

単純集計とクロス集計を行い、自由記載について

は質的分析を行った。本発表は、単純集計とクロ

ス集計のみの報告とする。

【結果】

155機関から回答があり、回収率は 54.4％、有

効回答数は 154件であった。設問別に見ていくと、

「経営主体別」では医療法人が最も多く 65％（資

料４）。「医療法の病床区分別」では一般が最も

多く 114件、次いで療養57件。「医療法の医療機

能別」では急性期機能が最多で 88件、慢性期機

能が 50件、回復期機能が 39件（資料５）であっ

た。「身寄りのない人への入院中の支援について」

は、経験が有るとの回答は 93％、その内「身寄

りのない人への入院中の支援件数」は、1～ 10件

が47％、11～30件が35％と大半を占めていた（資

料６）。「身寄りのない人への入院中の支援内容に

ついて」（複数回答有り）は、回答が多かった順に、

自宅以外への退院、入院費等の支払い、生活保護

法、法定後見制度、自宅退院支援、であった（資

料７）。「入院中の身寄りのない人の預貯金等、資

産活用ができず困ったことがあるか」では、困っ

たことが有るが 91％、「困った内容について」（複

数回答有り）は、入院費の支払い、入所先の施設

確保、必要物品の用意、転院先の確保、の順に多

かった（資料８）。「資産活用で困った時に生活保

護申請支援をした経験について」では、生活保

護申請支援経験が有るが 79％。「生活保護の適用

になったかどうか」（複数回答有り）については、

預貯金や年金等の収入があり活用はできなかった

が生活保護適用にはならなかったが 50件あった

（資料９）。「資産活用ができず、生活保護にもな

らず入院費が未払いになったケースについて」は、

未払いケースが有るが 56％、未払いの件数は１

～５件が多く 71％、未払いの金額は 50万円以下

が 41％、51 ～ 100万円が 19％、101 ～ 300万円が

9％、300万円以上が７％であった（資料10）。「身

寄りのない人の法定後見制度の申立て支援につい

て」申し立て支援を行ったことが有る 85％、申

し立て支援の件数では、1～５件が多く、首長申

し立てが 62件と最も多い（資料11）。「身寄りの

ない人の法定後見制度の申立て準備から、成年後

見人等の選任（決定）までの期間について」は、

首長申し立てでは６カ月以上が最多である（資料

12）。「成年後見人等の選任（決定）まで入院費が

未払いだった件数」は１～５件が多く、「成年後

見人等の選任まで未払いだった合計金額」は 50

万円以下が多かった（資料13）。「成年後見人等が

選任（決定）される間の退院支援への影響につい

て」では、影響が有った84％、「影響があった内容」

11
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資料４

（複数回答有り）は、多い順に、入所先の施設確保、

医療費の支払い、転院先の確保、であった（資料

14）。「法定後見制度の申立て支援に関わった患者

の、申立て中の死亡について」は、申立て中に死

亡した人がいるが 25％、そのほとんどが医療費

は未払いで（資料15）、未払いだった合計金額は

50万円以下が多かった（資料16）。「回復期機能・

慢性期機能病院での身寄りのない人の入院受け入

れについて」は、入院受け入れを行っているが

94％で、77％が入院受け入れには条件が有ると回

答（資料17）。その「受け入れ条件」（複数回答有

り）は、回答が多かった順に「成年後見人等ま

たは任意後見人がいる」「医療費の支払いが可能」

「生活保護受給者」であった（資料18）。

資料５
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資料６

資料７

資料８
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資料９

資料10

資料11
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資料12

資料13

資料14

15



一般演題（口演発表） 151

資料15

資料16

資料17
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【考察・結論】

今回のアンケート結果から以下のことが言え

る。回答があった９割の病院で身寄りがない人へ

の支援を行っており支援内容は多岐に渡ってい

た。身寄りがない人は預貯金等の資産が活用でき

ず、医療費の未払いは６割近くの病院で発生して

いる。さらに、成年後見人等の選任に６カ月以上

と長期間かかることにより、医療費の未払いにつ

ながっていた。そのうえ、医療費の支払いの目途

が無い場合、急性期病院から、回復期・慢性期病

院や介護施設への転院等が困難になり、患者の状

態にあった医療・ケアを受ける権利や急性期病院

の機能役割が阻害される要因になっていることが

わかった。医療ソーシャルワーカーはこれらの解

決を求められている。しかし、制度や仕組みが不

十分なため、個々の医療ソーシャルワーカーや医

療機関の努力では解決困難である。

【おわりに】

上記で述べたことは、医療現場では大きな問題

である。これらの問題について、「身寄りがなく

判断能力が不十分又は喪失した人への医療等に係

る相談支援の問題解決案」として、神川県病院協

会と神奈川県医療ソーシャルワーカー協会で以下

のようにまとめた。

１．医療費等自己負担分の未払いに対する補填制

度の創設 

２．成年後見申し立て中に本人が死亡し、かつ相

続人が存在　しないことが明らかな場合は、相

続財産清算人手続に移行し、速やかな「未払医

療費・介護費用等の支払」を可能にすること 

３．成年後見制度中に、特定の行為に限定する「成

年保護特別代理人制度（仮称）」を導入し、速

やかな選任を可能とすること

このまとめを要望として、今年７月、神奈川県

病院協会が、国と神奈川県の令和７度予算の要望

書の中に記載し提出している。

今後も、神奈川県病院協会と神奈川県医療ソー

シャルワーカー協会は、身寄りがなく判断能力が

不十分又は喪失した人への医療等に係る相談支援

の問題解決に向け、協力して取り組んでいきたい

と考えている。

資料18

17



 1 / 3 

田中 信次議員（自民党、横浜市泉区） 令和６年９月 20日（金） 

「身寄りがなく、判断能力が不十分な人の成年後見制度の利用について」 

＜質問（田中議員）＞ 

質問の第４は、身寄りがなく、判断能力が不十分な人の成年後見制度の利

用についてであります。 

本県では、2025年には県民のおよそ４人に１人が高齢者となります。あわ

せて、核家族化や単身世帯化の進展により、身寄りがない高齢者が増えていま

す。中でも、自立して日常生活や健康を維持することが困難な高齢者への支援

が重要です。 

認知症などにより判断能力がない、又は十分でない高齢者の場合、医療・介

護サービスを受ける際の契約や、医療費等を支払うための預貯金などの財産

管理については、成年後見制度で支援を受けることができます。 

しかし、成年後見人が選任されておらず、また、身の回りの世話をしてくれる

親族等もいない高齢者が、医療や介護サービスを受ける際、預貯金等の資産

があったとしても、医療費や施設サービス費の支払ができない事例があると聞

きます。 

２０２４年４月に神奈川県病院協会が神奈川県医療ソーシャルワーカー協会

と共同で実施したアンケート調査では、2023年の１年間で、身寄りがなく判断

能力がない、又は十分でない人の入院費の未払いがあった病院は半数を超

え、未払総額は全体で５千万円以上と想定されています。 

こうしたことを受け、病院協会では医療費の補填のための基金の設置を要

望しています。 

支払ができないことで、急性期病院から回復期、慢性期病院への転院や、介

護施設への入院、入所が困難になるなど、こうした状況は医療機関等の経営上

の負担となっているだけでなく、社会全体としても、医療・介護の支援が十分に

活用されていないと言えるため、行政としては、例えば、成年後見人が選任され

るまでの間、金融機関によって、つなぎ融資するしくみなどを検討していくこと

も、必要性が生じてくるのではないかと考えております。 

しかし、何より、不利益をこうむるのは転院等が困難となり、適切な医療や介

護を受ける権利が阻害される高齢者本人ではないでしょうか。 

令和６年神奈川県議会第３回定例会（前半）本会議 一般質問（知事答弁） 
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少子高齢化が進展する中、今後、同様の事例が増加することは間違いなく、

身寄りがなく、判断能力が十分でないなどの方が、安心して生活できるよう成

年後見人が速やかに選任されるような環境を整えていくことが必要であると考

えております。 

そこで、知事に伺います。 

身寄りがなく、判断能力が不十分な高齢者が、地域で安心して暮らすことが

できるよう成年後見制度の利用促進に、県として、どのように取り組んでいくの

か見解を伺います。 

＜答弁（黒岩知事）＞ 

次に、身寄りがなく、判断能力が不十分な人の成年後見制度の利用につい

て、お尋ねがありました。 

認知症の方など、判断能力が不十分な方等については、家庭裁判所により

選任された成年後見人が、適切に財産管理や契約などの法律行為を行ってい

く必要があります。 

成年後見人の選任は、親族などが家庭裁判所に申し立てることになっていま

すが、身寄りがないなど申し立てる方がいない場合には、市町村長が申し立て

を行うことができます。 

しかし、小規模自治体では、事例が少なく、ノウハウの蓄積が十分でないた

め、その対応に苦慮しており、市町村ごとの申し立て状況には差があるのが現

状です。 

また、実際の申し立ての際には、親族や財産の調査や、後見人候補者との調

整などが必要なため、選任までに時間を要していることも課題です。 

そこで、県では、市町村で速やかに後見人の選任申し立てが行えるよう、市

町村の担当者会議や研修において、家庭裁判所職員や弁護士を講師として招

き、職員の申し立てスキルを高めます。 

また、市町村で設置を進めている成年後見の相談や後見人の調整などを行

う機関に対し、アドバイザーを派遣して、速やかな申し立てが進むよう支援しま

す。 

こうした取組のほか、県では成年後見制度の活用を支援する「かながわ成年

後見推進センター」を設置しており、市町村や医療機関等からの相談に丁寧に

対応するなど、制度の積極的な活用を進め、成年後見人の選定が速やかに行

われるよう取り組んでまいります。 
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＜要望（田中信次議員）＞ 

次に、身寄りがなく、判断能力が不十分な人の成年後見制度の利用につい

てです。 

判断能力が不十分な方などにとっても、適切な医療・介護を受けていただく

ことは重要です。対象となる方には、速やかに成年後見人がつけられるよう、県

としても成年後見制度の一層の利用促進に取り組んでいただきたいと思いま

す。 

一方で、医療機関や介護施設が未収金で困っている側面もあります。全国

的な課題でありますから、一義的には国で検討すべきことであるかもしれませ

んが、適切な医療等を継続するため、例えば、県独自で、そうした医療機関等

の未収金について補助する基金を創設し、成年後見人が選任されるまでの間

は、基金で医療費等を立て替えるしくみなども検討していただくことを要望いた

します。 

20
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